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資料1 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の概要
アドオン額：30,000千円（国交省） 元施策・有/PRISM事業・継続予定

■課題：水害リスクが想定される地域で2階への避難が推奨される木造住宅について，構造安全性が必ずしも担保されていない。

■目標：流域治水における「被害の軽減，早期復旧・復興のための対策」として，浸水時の木造住宅の安全確保対策を促進する。

課題と目標

■元施策①：「自然災害による木造建築物の被害状況分析」「水害リスクを踏まえた建築・土地利用とその誘導のあり方研究」
・洪水，地震，津波等の自然災害に対して木造建築物に入力された外力と被害の関係について，建築構造学的に分析する。
・頻発する都市における洪水による浸水被害を対象に，浸水リスクを踏まえた建築・土地利用とその誘導のあり方を検討する。
〈予算状況〉R3年度：計 9,062千円（運営費交付金）

■元施策②：「住宅の洪水時の耐浸水性能に関する検討」【R3-R5，建築基準整備促進事業採択課題】
住宅の計画・設計段階における耐浸水性能を評価する日本住宅性能表示基準及び評価方法基準の整備に資する技術的資料をとりまと
める。
〈予算状況〉R3年度：15,000千円（住宅局），採択事業者：(一財)日本建築防災協会

■PRISMで実施する理由
・水害時における，木造住宅の安全性確保対策の推進に伴い，住宅リフォーム市場に「水害対策のための改修」という新たなカテゴリーが
創設され，構造補強等の改修に係る建設投資を誘発するため、PRISMで実施する。

■テーマの全体像：○ 全国各地で頻発化している洪水等の水災において，国民の生命・財産を守るためのシナリオを整理する。
○ うち，いくつか（例えば図1の右上と左下）について，その前提条件となる構造安全性確保方策を検討し，設計方法，

既存住宅の改修方法等を考案してガイドラインとして公表する。

「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の概要

構造躯体の破壊，非構造材
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図2 木造住宅の水圧・波圧抵抗性検証実験のイメージ図1 洪水時の人命・財産の安全を確保するシナリオ(案)
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○ 木造住宅における，水害時の安全性確保対策の推進に伴い，住宅リフォーム市場に「水害対策のための改修」という新たなカテゴリーが
創設され，構造補強等の改修による建設投資が誘発される。

＜見通し値※1＞
・水害対策のための改修工事を実施する木造一戸建：約42.6万戸（10年間）
・改修工事費想定：186万円／戸※2

⇒ 186万円 × 42.6万戸＝ 7,924億円（10年間）

※1 推計方法については「追加資料３-１，３-２」参照
※2 改修技術は，本施策における研究開発対象であるため，便宜上，木造一戸建て（2階建）の耐震改修工事費のボリューム値を引用

民間研究開発投資誘発効果等

既存木造住宅の水害対策技術等をガイドラインとして公表し，事業者や住宅所有者等による浸水対策としての改修が促進され，もって水害

時の経済被害の最小化に寄与する。住宅リフォーム市場に「水害対策のための改修」という新たなカテゴリーが創設される。

出口戦略

資料1 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の概要
アドオン額：30,000千円（国交省） 元施策・有/PRISM事業・継続予定



4

資料２ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の概要

【開発のイメージ】

【PRISM】

アドオン（国土交通省）：R3/30,000千円
元施策名：
①「自然災害による木造建築物の被害状況分析」「水害リスクを踏ま
えた建築・土地利用とその誘導のあり方研究」
R3：計 9,062千円（運営費交付金）

②住宅の洪水時の耐浸水性能に関する検討）
R3： 15,000千円（住宅局），採択事業者：(一財)日本建築防
災協会

〈元施策の概要〉
【元施策①】
・洪水，地震，津波等の自然災害に対して木造建築物に入力された外

力と被害の関係について，建築構造学的に分析する。
・頻発する都市における洪水による浸水被害を対象に，浸水リスクを

踏まえた建築・土地利用とその誘導のあり方を検討する。
【元施策②】
・住宅の計画・設計段階における耐浸水性能を評価する日本住宅性

能表示基準及び評価方法基準の整備に資する技術的資料をとり
まとめる。

・全国各地で頻発化している洪水等の水災において，国民の生命・
財産を守るためのシナリオを整理する。

・うち，いくつか（例えば図1の右上と左下）について，その前提条件
となる構造安全性確保方策を検討し，設計方法，既存住宅の改修
方法等を考案してガイドラインとして公表する。

<① 各被災地域における被害に関する実測データの収集，及び既存の抗力式等の妥当
性の検証>
（１）浸水深･流速、被害情報の収集（浸水深･流速の推定、図面等収集作業進行

中）
（２）公営住宅の構造仕様と被害情報の収集（浸水深･流速の推定作業進行中）

<②水災下における木造住宅の安全確保シナリオの検討>
・浸水深、流速、戸内浸水の可否などに場合分けして安全確保のシナリオを検討
・上記で区分された場合ごとに構造的なクライテリアがどこになるかを特定

<③ 既存木造住宅の耐水害仕様改修の具体的ニーズの検証>
・具体的な改修ニーズを定量的に推計

討

パターン1 パターン2 パターン3

パターン4 パターン5
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資料３ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の目標達成状況

〇施策全体の目標
流域治水における「被害の軽減，早期復旧・復興のための対策」として，浸水時の木造住宅の安全確保対策

を促進

事業名等 当年度目標 目標の達成状況

① 各被災地域における被害に
関する実測データの収集，
及び既存の抗力式等の妥当
性の検証

○ 各被災地域における浸水深，流
速，水位上昇速度等に関する
実測データの収集

○ 抵抗式・抗力係数の妥当性検証

○ 日本放送協会に報道映像の提供を申し込み（回答待
ち）→提供拒否

○ YouTube等公開映像や現地調査を行って約20件の水流
が作用する動画を収集し、浸水深と流速を分析した。
浸水深と流速が推定できた地点近傍の木造建築物の
詳細情報と被害状況の情報を28件収集し、抗力係数
等の妥当性を検証した。

○ H30～R2の水害において被害を受けた219棟の公営住
宅のうち調査対象として適切な61棟について住宅の
詳細図面と作用した浸水深等の情報を収集し、抗力
係数等の妥当性を検証した。

② 水災下における木造住宅の
安全確保シナリオの検討

○ 浸水深、流速の高低、戸内浸水
の可否などに場合分けして安
全確保のシナリオを検討

○ 上記で区分された場合ごとに構
造的なクライテリア（層せん
断、接合部のせん断、滑動、
転倒など）がどこになるかを
特定

○ 場合分けの方針について関係者間で調整し、相互関
係、相違点を整理・調整した。

○ 木造建築物の構造的なクライテリアと流体力の関係
に関する理論式を提案し、論文として公表した（9月
に掲載予定）

③ 既存木造住宅の耐水害仕様
改修の具体的ニーズの検証

○ 具体的な改修ニーズを定量的に
推計

○ 建築関係者や住宅メーカ等に対して耐水害仕様改修
の具体的なニーズについてアンケート調査を実施し、
回答者の約7割が耐水害改修に興味を有することが判
明し、耐水害改修に明確なニーズが存在することが
明らかとなった。
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資料４ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の成果

① 各被災地域における被害に関する実測データの収集，及び既存の抗力式等の妥当性の検証

(1)浸水深･流速、被害情報の収集

2’45” 2’50”

画面上の長さ13.37 mm
＝実際の長さ2.73 m

画面上の長さ41.10 mm
→実際の長さ8.39 m

側溝板1枚分(短辺)
＝400 mm

画
角

(8.39＋0.4)／5＝1.76 (m/s)・・・流速

抗力係数の妥当性検証結果

【結論】
現行2.1としている抗力係数に対して、
流速4.0m/s 以上の場合は0.3～1.0、
流速2.5m/s 以下の場合は1.5～2.0
程度が適切である可能性が示唆された。
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資料４ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の成果

① 各被災地域における被害に関する実測データの収集，及び既存の抗力式等の妥当性の検証

(2) 公営住宅の構造仕様と被害情報の
収集

災害名 都道府県 事業主体 団地名 床上浸水
棟数

平成30年
７月豪雨

岡山県 和気町 Ｓ団地 20

山口県 岩国市 Ｎ団地･Ｓ
団地 17

令和元年
東日本台風
（19号）

宮城県 宮城県 Ｍ住宅 16
福島県 福島県 Ｋ団地 6
宮城県 角田市 2

調査対象として絞り込まれた61棟

当初、113棟がリストアップされたが、
木造として収集したにも拘わらずPC造であったり、
浸水深が浅かったりするなどの理由で絞り込まれた。

洪水被害時

の状況

調査時の浸水痕

最大で2.7だと

しても被害状況
と相応 Max

0.77
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資料４ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の成果

② 水災下における木造住宅の安全確保シナリオの検討

(1) 住団連のガイドラインにおけるシナリオ

(2) 元施策②（耐浸水性能評価法の検討）におけるシナリオ

パターン1 パターン2 パターン3

パターン4 パターン5

③ 既存木造住宅の耐水害仕
様改修の具体的ニーズの検証
想定浸水深最小規模0.5m～同最大
規模5mの住人266名の回答を得た。
耐水害改修希望者：65%
耐水害改修希望レベル：
a.住宅の中にも床下にも水が入ら
ない。50％

b.床上は浸水しないが、床下は浸
水し、水害後は泥を出せば元通
りとなる。36%

c.住宅の中に水が入っても、2階で
生活が継続できる。2%

d.住宅の中に水が入るが、復旧工
事が素早く安価にできる。9%

e.その他 3%
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資料５ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の民間からの貢献及び
出口の実績

当年度当初見込み 当年度実績

①人件費： 1人・年程度(8,000千円相当) ①人件費： 2人・年(15,000千円相当)

②機器等の提供：測定センサ貸与(5,000千円相当)，試験体
（2,000千円相当）

②なし（当初予備実験を予定していたが、FSとなったた
め）

〇民間からの貢献額：令和3年度で15,000千円相当
①人件費： 1人・年程度(8,000千円相当)
②機器等の提供：測定センサ貸与(5,000千円相当)，試験体（2,000千円相当）
※ 上記のほか， 交流研究員として，住宅関連企業が建研に社員を派遣予定

当年度当初見込み 当年度実績

既存木造住宅の水害対策技術等をガイドラインとして公表
し，事業者や住宅所有者等による浸水対策としての改修が
促進され，もって水害時の経済被害の最小化に寄与する。
住宅リフォーム市場に「水害対策のための改修」という新
たなカテゴリーが創設される

フィージビリティスタディを実施し、木造建築物に作用す
る流体力の大小を差配する抗力係数について、その妥当性
を検証した結果、改善の余地が明白となった。
水害対策技術等のガイドラインや水害時の経済被害の最小
化のための技術開発を開始する準備が整った。

〇出口戦略
既存木造住宅の水害対策技術等をガイドラインとして公表し，事業者や住宅所有者等による浸水対策としての改修が促
進され，もって水害時の経済被害の最小化に寄与する。住宅リフォーム市場に「水害対策のための改修」という新たな
カテゴリーが創設される
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